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京都市介護サービス事業者の指定等に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）及び介

護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）に定める

もののほか、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護

支援事業者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者、

指定介護予防支援事業者及び介護保険施設の指定等に関し、必要な細目を定めるものと

する。 

（指定申請等） 

第２条 法第４１条第１項本文、第４２条の２第１項本文、第４６条第１項、第４８条第

１項第１号、第５３条第１項本文、第５４条の２第１項本文、第５８条第１項、第９４

条第１項及び第１０７条第１項の規定による指定又は許可の申請は、指定（許可）申請

書（施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式。以下「国指定様式」という。）

によるものとする。この場合において、当該指定又は許可が特定施設入居者生活介護、

介護老人保健施設又は介護医療院に係るものであるときは、市長はあらかじめ京都府知

事の同意を得なければならない。 

２ 法第４１条第１項本文、第４２条の２第１項本文、第４６条第１項、第５３条第１項

本文、第５４条の２第１項本文及び第５８条第１項の指定の申請は、法第７０条第１項、

第７８条の２第１項、第７９条第１項、第１１５条の２第１項、第１１５条の１２第１

項及び第１１５条の２２第１項の規定により事業所ごとに行うものとする。 

３ 法第４１条第１項本文、第４２条の２第１項本文、第４６条第１項、第４８条第１項

第１号、第５３条第１項本文、第５４条の２第１項本文、第５８条第１項、第９４条第

１項及び第１０７条第１項の規定により指定又は許可を受けた者は、その旨を当該指定

又は許可に係る事業所又は施設の見やすい場所に標示するものとする。 

（指定等の更新） 

第３条 法第７０条の２第１項（法第７８条の１２、第１１５条の１１、第１１５条の２

１及び第１１５条の３１において準用する場合を含む。）、第７９条の２第１項、第８６

条の２第１項、第９４条の２第１項及び第１０８条第１項の規定による指定又は許可の

更新の申請は、指定（許可）更新申請書（国指定様式）によるものとする。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の指定又は許可の更新について準用する。 

（指定居宅サービス事業者等の特例に係る別段の申出） 

第４条 法第７１条第１項ただし書及び第７２条第１項ただし書（法第７８条の１２及び

第１１５条の１１において準用する場合を含む。）の規定による申出は、指定を不要とす

る旨の申出書（国指定様式）によるものとする。 

（指定内容の変更の届出等） 
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第５条 法第７５条第１項、第７８条の５第１項、第８２条第１項、第８９条、第９９条

第１項、第１１３条第１項、第１１５条の５第１項、第１１５条の１５第１項及び第１

１５条の２５第１項の規定による届出は、これらに規定する事項の変更に係るものにあ

っては変更届出書（国指定様式）により、事業の再開に係るものにあっては再開届出書

（国指定様式）によるものとする。 

２ 法第７５条第２項、第７８条の５第２項、第８２条第２項、第９９条第２項、第１１

３条第２項、第１１５条の５第２項、第１１５条の１５第２項及び第１１５条の２５第

２項の規定による廃止又は休止の届出は、廃止・休止届出書（国指定様式）によるもの

とする。 

（指定の辞退） 

第６条 法第７８条の８及び第９１条の規定による指定の辞退の届出は、指定辞退届出書

（国指定様式）によるものとする。 

（指定特定施設入居者生活介護の利用定員の増加の申請） 

第７条 法第７０条の３第１項に規定する指定の変更の申請は、特定施設入居者生活介護

指定変更申請書（国指定様式）によるものとする。 

（介護老人保健施設及び介護医療院の開設許可事項の変更申請） 

第８条 法第９４条第２項及び第１０７条第２項に規定する許可の申請は、介護老人保健

施設・介護医療院開設許可事項変更申請書（国指定様式）によるものとする。 

（介護老人保健施設及び介護医療院の管理者の承認申請） 

第９条 法第９５条及び第１０９条の規定による承認の申請は、介護老人保健施設・介護

医療院管理者承認申請書（国指定様式）によるものとする。 

（介護老人保健施設及び介護医療院の広告の許可申請） 

第１０条 法第９８条第１項第４号及び第１１２条第１項第４号の事項に係る許可の申請

は、介護老人保健施設・介護医療院広告事項許可申請書（国指定様式）によるものとす

る。 

（京都府等への情報提供） 

第１１条 市長は、第２条から第１０条までに規定する申請、申出又は届出に係る指定若

しくは許可又は受理（以下この条において「指定等」という。）をしたときは、京都府及

び京都府国民健康保険団体連合会その他の機関に対して、当該指定等に係る事業者又は

施設に関する情報を提供するものとする。 

２ 前項の規定は、法第７１条第１項本文及び第７２条第１項本文（それぞれ法第１１５

条の１１において準用する場合を含む。）の規定により指定があったものとみなされた場

合における当該指定に係る病院等、介護老人保健施設又は介護医療院に関する情報につ

いて準用する。 

（委託の届出） 

第１２条 施行規則第１４０条の３５第１項及び第２項の規定による届出は、指定介護予
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防支援委託（変更）の届出書（国指定様式）により行うものとする。 

（実施細目） 

第１３条 この要綱に規定するもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（旧要綱の廃止） 

２ この要綱の施行に伴い、京都市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介

護予防サービス事業者の指定等に関する要綱及び京都市指定介護予防支援事業者の指定

等に関する要綱（以下「旧要綱」という。）を廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行前に旧要綱の規定に基づきなされた申請又は届出その他の手続は、そ

れぞれに対応するこの要綱の規定に基づいてなされたものとみなす。 

４ この要綱の施行前の京都府指定居宅サービス事業者等の指定等に関する要綱（平成１

１年６月１８日京都府告示第３８４号。以下「府要綱」という。）に規定する様式がこの

要綱の施行後に市長に提出されたときは、この要綱に規定する様式とみなす。 

５ 京都市内を所在地とする事業所に関して、この要綱の施行前に府要綱に基づき京都府

知事に対してなされた指定等の申請等は、この要綱施行後は市長に対してなされたもの

とみなす。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 

 


